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株式会社フジ・メディア・ホールディングスの完全子会社である株式会社フジ・メディア・サービスに

よる株式会社セシール株式等に対する公開買付けの結果及び子会社の異動に関するお知らせ 

 

 

株式会社フジ・メディア・ホールディングス（以下、「フジ・メディア・ホールディングス」といいます。）

及び100％子会社である株式会社フジ・メディア・サービス（以下、「フジ・メディア・サービス」又は「公開買

付者」といいます。）は、平成21年５月14日開催の各社取締役会において、フジ・メディア・サービスが、株式

会社セシール（コード番号9937、株式会社東京証券取引所市場第一部、以下、「対象者」といいます。）の発行

済株式（但し、自己株式を除きます。）及び本新株予約権（下記「Ⅰ.本公開買付けの結果について」の「１．本

公開買付けの概要」の「(３) 買付け等に係る株券等の種類」に定義しております。）の全てを、公開買付けによ

り取得すること（以下、「本公開買付け」といいます。）を決議し、平成21年５月15日から実施してまいりまし

たが、平成21年７月１日をもって終了いたしましたので、その結果につきまして下記のとおりお知らせいたしま

す。 

また、本公開買付けの結果、対象者はフジ・メディア・サービスの子会社となり、フジ・メディア・ホールデ

ィングスの連結子会社となる予定ですので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

Ⅰ. 本公開買付けの結果について 

 

１. 買付け等の概要 

（１）公開買付者の名称等（商号、本店所在地、代表者氏名） 

株式会社フジ・メディア・サービス 

東京都港区台場二丁目４番８号 

代表取締役社長 太田 英昭 

  

（２）対象者の名称 

株式会社セシール 

 

（３）買付け等に係る株券等の種類 
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①普通株式 

②新株予約権  

1. 平成16年３月30日開催の対象者の定時株主総会における決議及び同年４月12日開催の対象者の取締

役会における決議に基づき発行された新株予約権（以下、「第２回新株予約権」といいます。） 

2. 平成18年３月30日開催の対象者の定時株主総会における決議及び同年４月25日開催の対象者の取締

役会における決議に基づき発行された新株予約権（以下、「第３回新株予約権」といいます。） 

3. 平成19年11月20日開催の対象者の取締役会における決議に基づき発行された新株予約権（以下、「第

４回新株予約権」といいます。） 

4. 平成20年３月26日開催の対象者の取締役会における決議に基づき発行された新株予約権（以下、「第

５回新株予約権」といい、第２回新株予約権、第３回新株予約権、第４回新株予約権、及び第５回

新株予約権を総称して、「本新株予約権」といいます。） 

 

（４）買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

24,396,300（株） 24,396,300（株） ―（株）

（注１） 株式に換算した応募株券等の総数が買付予定数の下限 24,396,300 株に満たない場合には、応募株

券等の全部の買付けを行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限以上の場合には、応募

株券等の全部の買付けを行います。 

（注２） 本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、対象者の第 37 期第１四

半期報告書（提出日：平成 21 年５月 15 日）に記載された数値を基準とすると、公開買付者が本

公開買付けにより取得する株券等の最大の数は、株式に換算して 46,845,614 株となります。これ

は、上記の第 37 期第１四半期報告書に記載された平成 21 年３月 31 日現在の発行済株式総数

（48,420,000 株）に、同報告書に記載された平成 21 年３月 31 日現在の本新株予約権（34,400

個）の行使により発行又は移転（以下、「発行等」といいます。）した又は発行等される可能性

のある対象者の株式の最大数（3,440,000 株）を加えた数から、本公開買付けを通じて取得する

予定のない対象者が保有する自己株式数（平成 20 年 12 月 31 日現在 5,014,386 株）を除いた株式

数です。 

（注３） 公開買付期間末日までに新株予約権が行使される可能性がありますが、当該行使により発行等さ

れる対象者の株式についても本公開買付けの対象とします。 

（注４） 本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。 

（注５） 単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主によ

る単元未満株式買取請求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に

自己の株式を買い取ることがあります。 
 

（５）買付け等の期間 

平成21年５月15日（金曜日）から平成21年７月１日（水曜日）まで（34営業日） 

 

（６）買付け等の価格 

① 普通株式  １株につき金 180 円 

② 新株予約権 

1. 第２回新株予約権 １個につき金１円 

2. 第３回新株予約権 １個につき金１円 

3. 第４回新株予約権 １個につき金１円 
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4. 第５回新株予約権 １個につき金１円 

 

２. 買付け等の結果 

（１）公開買付けの成否 

本公開買付けにおいては、株式に換算した応募株券等の総数が買付予定数の下限24,396,300株に満た

ない場合には、応募株券等の全部の買付けを行わない旨の条件を付しましたが、株式に換算した応募株

券等の総数（33,823,229株）が買付予定数の下限以上となりましたので、公開買付開始公告及び公開買

付届出書記載のとおり、応募株券等の全部の買付けを行います。 

 

（２）公開買付けの結果の公告日及び公告掲載新聞名 

金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）第27条の13第１項の規定に基づ

き、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）第９条の４及び発行者

以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第38号。その後の改正

を含みます。）第30条の２に規定する方法により、平成21年７月２日に報道機関に対して公表いたしま

した。 

 

（３）買付け等を行った株券等の数 

株券等種類 株式に換算した応募数 株式に換算した買付数 

株 券 33,823,229 株 33,823,229 株 

新 株 予 約 権 証 券 ―株 ―株 

新 株 予 約 権 付 社 債 券 ―株 ―株 

株 券 等 信 託 受 益 証 券 

(    ) 
―株 ―株 

株 券 等 預 託 証 券 

(    ) 
―株 ―株 

合 計 33,823,229 株 33,823,229 株 

（潜在株券等の数の合計） ― （―） 

 

（４）買付け等による株券等所有割合の異動 

買付け等前における公開買付者の

所有株券等に係る議決権の数 
－個 （買付け等前における株券等所有割合 －％）

買付け等前における特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数 
－個 （買付け等前における株券等所有割合－％）

買付け等後における公開買付者の

所有株券等に係る議決権の数 
338,232 個 （買付け等後における株券等所有割合 78.08％）

買付け等後における特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数 
－個 （買付け等後における株券等所有割合 －％）

対象者の総株主の議決権の数 433,168 個  
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（注１） 「対象者の総株主等の議決権の数」は、対象者の第 37 期第１四半期報告書（提出日：平成 21 年

５月 15 日）に記載された平成 20 年 12 月 31 日現在の総株主の議決権の数です。但し、「買付け等

前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」の計算においては、分

母を、対象者の第 37 期第１四半期報告書に記載された平成 20 年 12 月 31 日現在の総株主の議決

権の数（433,168 個）に、平成 21 年７月１日までに本新株予約権の行使により発行等した対象者

株式に係る議決権の数（０個）及び本公開買付けに応募された単元未満株式（4,429 株）に係る

議決権の数（44 個）を加えた数（433,212 個）として計算しております。 

（注２） 「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」については、

小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

（５）あん分比例方式により買付け等を行う場合の計算 

 該当事項はありません。 

 

（６）買付け等に要する資金  6,088,181,220円 

 

（７）決済の方法 

① 買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地 

大和証券エスエムビーシー株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 

大和証券株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 

 

② 決済の開始日      平成21年７月８日（水曜日） 

 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、買付け等の通知書を応募株主等の住所又は所在地（外国人株主等の場合

はその常任代理人の住所）宛に郵送します。 

買付け等は、現金にて行います。買付け等を行った株券等に係る売却代金は応募株主等の指示により、

決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人又は復代理人の応募受付をした各本店若しくは全国各支店に

てお支払いします。 

 

（８）公開買付報告書の写しを縦覧に供する場所 

株式会社フジ・メディア・サービス 東京都港区台場二丁目４番８号 

株式会社東京証券取引所 東京都中央区日本橋兜町２番１号 

 

３. 公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

本公開買付け後の方針につきましては、当社が平成21年５月14日に公表しました「株式会社フジ・メデ

ィア・ホールディングスの完全子会社である株式会社フジ・メディア・サービスによる株式会社セシール

株式等に対する公開買付け開始に関するお知らせ」の内容から現時点で変更はありません。なお、フジ・

メディア・サービスを完全親会社、対象者を完全子会社とする株式交換の方法により、対象者をフジ・メ

ディア・サービスの完全子会社とするか否かについては、現時点では決定しておりません。 

本公開買付けによる業績への影響については精査しており、フジ・メディア・サービスの親会社であり

東京証券取引所市場第一部上場会社であるフジ・メディア・ホールディングスの連結業績予想の修正の必

要及び公表すべき事実が生じた場合には、取引所の適時開示規則に基づき、速やかに公表いたします。 
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Ⅱ. 子会社の異動について 

 

１． 子会社株式を取得したフジ・メディア・サービス（フジ・メディア・ホールディングスの子会社）の名称等 

上記Ⅰの１．（１）記載の通りです。 

 

２． 異動の理由 

本公開買付けの結果、平成 21 年７月８日（決済開始日）付で、対象者はフジ・メディア・サービスの

子会社となり、フジ・メディア・ホールディングスの連結子会社となる予定です。 

 

３． 異動の方法（公開買付けによる取得） 

上記Ⅰ記載の通りです。 

 

４． 異動する子会社の概要 

① 商 号 株式会社セシール 

 

 

 

 

 

② 

 

 

事 業 内 容 

(1) カタログ等を媒介とする通信販売事業 

(2) 保険・旅行等代理店事業 

(3) 通販販促業務代行サービス事業 

(4) 商品販売事業 

(5) 受注代行事業 

(6) 出荷・検品事業 

(7) カタログ・チラシ等の制作、印刷関連事業 

(8) 労働者派遣・業務受託事業 

(9) 古物・美術工芸品の販売事業 

(10) 不動産販売事業 

(11) その他 

③ 設 立 年 月 日 昭和 49 年８月 28 日 

④ 本 店 所 在 地 香川県高松市多賀町二丁目８番２号 

⑤ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 兼 ＣＥＯ 上田 昌孝 

⑥ 
資 本 金 

（平成 21 年 3 月 31 日現在） 
12,588 百万円 

株式会社 LDH 28.9％

有限会社アジア物産 21.4％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1.5％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ） 1.4％

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（平成20年12月31日現在） 

大日本印刷株式会社 1.1％
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ゴールドマン・サックス・インターナショナル（常任代理人 ゴールド

マンサックス証券株式会社） 
0.9％

日本通運株式会社 0.7％

株式会社みずほ銀行 0.4％

正岡 寿 0.3％

  

バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウンツ 

イー エル アールジー （常任代理人 株式会社東京三菱ＵＦＪ銀

行） 

0.3％

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

⑧

買付者及びフジ・メディア・

ホールディングスと対象者の 

関 係 等 

関 連 当 事 者 へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 

⑨ 最近 3 年間の連結経営成績及び連結財政状態 

  平成 18 年 12 月期 平成 19 年 12 月期 平成 20 年 12 月期 

 連 結 純 資 産 18,568 百万円 14,272 百万円 12,475 百万円

 連 結 総 資 産 49,696 百万円 39,345 百万円 38,870 百万円

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 456.36 円 328.81 円 282.27 円

 連 結 売 上 高 63,729 百万円 66,679 百万円 63,971 百万円

 連 結 営 業 利 益 831 百万円 526 百万円 △296 百万円

 連 結 経 常 利 益 1,742 百万円 723 百万円 △491 百万円

 連 結 当 期 純 利 益 1,286 百万円 △4,119 百万円 △1,418 百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 34.37 円 △95.87 円 △32.68 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円

（注１） 対象者は、対象者の第 37 期第１四半期報告書（提出日：平成 21 年５月 15 日）を提出しておりま

す。同第１四半期報告書によれば、対象者において、大量保有報告書等の写しの送付等がなく、

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

 

５． フジ・メディア・サービスによる取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

① 異 動 前 の 所 有 株 式 数 

０株 

（議決権の数  ０個） 

（発行済株式総数に対する所有割合 0.00％） 

② 取 得 株 式 数 

33,823,229 株 

（議決権の数  338,232 個） 

（取得価額 6,088,181,220 円） 
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③ 異 動 後 の 所 有 株 式 数 

33,823,229 株 

（議決権の数  338,232 個） 

（発行済株式総数に対する所有割合 69.85％） 

（注１） 「発行済株式総数に対する所有割合」の計算においては、対象者の第 37 期第１四半期報告書に記

載された平成 21 年 3 月 31 日現在の発行済株式総数（48,420,000 株）を分母として計算しており

ます。 

（注２） 「発行済株式総数に対する所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

６． 異動の日程（予定） 

平成21年７月８日（水曜日） 本公開買付けの決済開始日 

 

７． 今後の見通し 

子会社の異動による業績への影響については精査しており、フジ・メディア・サービスの親会社であ

り東京証券取引所市場第一部上場会社であるフジ・メディア・ホールディングスの連結業績予想の修正

の必要及び公表すべき事実が生じた場合には、取引所の適時開示規則に基づき、速やかに公表いたしま

す。 

 

以 上 
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